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であるが，2006 年は上位 10 カ国・地域で
全体の 86.0％を占めている．また、表 1-3
は年間の実行ベース投資金額であるが、こ
ちらも上位 6 カ国・地域で同 83.9％をしめ





































1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006
契約ベース 実行ベース
出所）中国統計年鑑各年版より作成
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表 1-2 年間投資契約件数 (単位：件)
2000 2003 2006
国・地域 件数 国・地域 件数 国・地域 件数
1 香港 7,199 香港 13,633 香港 15,496
2 台湾 3,108 韓国 4,920 韓国 4,262
3 米国 2,609 台湾 4,495 台湾 3,752
4 韓国 2,565 米国 4,060 米国 3,205
5 日本 1,614 日本 3,254 ヴァージン(英) 2,605
6 ヴァージン(英) 1,157 ヴァージン(英) 2,218 日本 2,590
7 シンガポール 622 シンガポール 1,144 シンガポール 1,189
8 カナダ 438 カナダ 901 カナダ 888
9 マカオ 433 オーストラリア 785 マカオ 868
10 オーストラリア 393 サモア 678 サモア 806
世界計 22,347 世界計 41,081 世界計 41,473
出所）中国対外経済統計年鑑，中国貿易外経統計年鑑各年版より作成
表 1-3 実行ベース年間投資額 (単位：万ドル)
2000 2003 2006
国・地域 投資額 国・地域 投資額 国・地域 投資額
1 香港 1,671,730 香港 1,770,010 香港 2,023,292
2 ヴァージン(英) 504,234 ヴァージン(英) 577,696 ヴァージン(英) 1,124,758
3 米国 443,322 日本 505,419 日本 459,806
4 日本 434,842 韓国 448,854 韓国 389,487
5 台湾 297,994 米国 419,851 米国 286,509
6 韓国 215,178 台湾 337,724 シンガポール 226,046
7 シンガポール 214,355 シンガポール 205,840 台湾 213,583
8 ドイツ 121,292 サモア 98,572 ケイマン(英) 209,546
9 ケイマン(英) 106,671 ケイマン(英) 86,604 ドイツ 197,871
10 英国 105,166 ドイツ 85,697 サモア 153,754
世界計 4,687,759 世界計 5,350,467 世界計 6,302,053
出所）表 1-2に同じ
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表 1-4 1件当り投資額 (件数 100件以上，実行ベース，単位：万ドル)
2000 2003 2006
国・地域 投資額 国・地域 投資額 国・地域 投資額
1 オランダ 760.9 ケイマン(英) 399.1 ケイマン(英) 506.1
2 ケイマン(英) 654.4 オランダ 383.9 ヴァージン(英) 431.8
3 ヴァージン(英) 435.8 ヴァージン(英) 260.5 モーリシャス 367.5
4 ドイツ 414.0 フランス 224.7 ドイツ 343.5
5 英国 402.9 モーリシャス 195.1 オランダ 321.0
6 フランス 388.7 ドイツ 190.0 サモア 190.8
7 サモア 379.9 シンガポール 179.9 シンガポール 190.1
8 シンガポール 344.6 英国 169.5 日本 177.5
9 日本 269.4 日本 155.3 スイス 159.9
10 香港 232.2 サモア 145.4 英国 157.2
米国 169.9 米国 103.4 米国 89.4
香港 - 香港 129.8 香港 130.6
台湾 95.9 台湾 75.1 台湾 56.9
韓国 83.9 韓国 91.2 韓国 91.4
日本 - 日本 - 日本 -
参
考




国・地域 登記数 国・地域 登記数 国・地域 登記数
1 香港 100,134 香港 93,081 香港 104,784
2 台湾 24,585 台湾 26,938 台湾 28,276
3 米国 18,283 米国 21,193 米国 24,419
4 日本 14,282 日本 18,136 日本 22,650
5 韓国 9,559 韓国 16,407 韓国 21,898
6 シンガポール 6,299 ヴァージン(英) 7,358 ヴァージン(英) 12,936
7 マカオ 3,911 シンガポール 6,693 シンガポール 8,192
8 ヴァージン(英) 2,811 カナダ 3,546 カナダ 4,801
9 カナダ 2,754 マカオ 3,233 マカオ 4,332
10 オーストラリア 2,447 オーストラリア 3,182 オーストラリア 3,715
世界計 203,208 世界計 226,373 世界計 274,863
出所）表 1-2に同じ
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表 1-6 年末登録資本金額 (単位：万ドル)
2000 2003 2006
国名 投資額 国名 投資額 国名 投資額
1 香港 1,671,730 香港 1,770,010 香港 2,023,292
2 ヴァージン(英) 504,234 ヴァージン(英) 577,696 ヴァージン(英) 1,124,758
3 米国 443,322 日本 505,419 日本 459,806
4 日本 434,842 韓国 448,854 韓国 389,487
5 台湾 297,994 米国 419,851 米国 286,509
6 韓国 215,178 台湾 337,724 シンガポール 226,046
7 シンガポール 214,355 シンガポール 205,840 台湾 213,583
8 ドイツ 121,292 サモア 98,572 ケイマン(英) 209,546
9 ケイマン(英) 106,671 ケイマン(英) 86,604 ドイツ 197,871
10 英国 105,166 ドイツ 85,697 サモア 153,754
世界計 4,687,759 世界計 5,350,467 世界計 6,302,053
出所）表 1-2に同じ
表 1-7 1社当り登録資本金額 (登記数 100社以上，単位：万ドル)
2000 2003 2006
国名 投資額 国名 投資額 国名 投資額
1 ケイマン(英) 1,411.1 バミューダ 1,446.6 バミューダ 1,854.7
2 バミューダ 1,192.4 ルーマニア 1,197.5 バルバドス 1,523.5
3 オランダ 885.9 ケイマン(英) 1,112.4 ケイマン(英) 1,165.2
4 モーリシャス 837.6 オランダ 1,032.7 オランダ 914.4
5 ヴァージン(英) 654.8 スイス 802.0 ヴァージン(英) 819.6
6 デンマーク 654.0 ヴァージン(英) 614.5 モーリシャス 791.6
7 ドイツ 603.1 ドイツ 607.6 スイス 620.9
8 スイス 590.4 フランス 550.2 バハマ 609.5
9 英国 550.6 デンマーク 535.0 ドイツ 573.6
10 フランス 469.0 英国 526.2 フランス 567.5
米国 251.1 米国 253.5 米国 291.4
香港 232.7 香港 281.0 香港 355.8
台湾 99.5 台湾 115.8 台湾 143.4
韓国 140.9 韓国 132.2 韓国 167.3
日本 260.2 日本 286.0 日本 309.1
参
考
世界平均 238.2 世界平均 275.1 世界平均 344.3
出所）表 1-2に同じ
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第 2章 タックス・ヘイブン












書 ” HARMFUL TAX COMPETITION An
Emerging Global Issue”におけるタックス・
ヘイブンの定義と，これを受けて作成され
た”Towards Global Tax Co-operation; Pro-





















下記 1 に該当し，かつ 2 から 4 のいずれ
かに該当する次の場合．
1 無税若しくは名目上の課税
(No or only nominal taxes)
2 有効な情報交換の欠如
(Lack of effective exchange of informa-
tion)







下記 1 に該当し，かつ 2 から 4 のいずれ
かに該当する次の場合．
1 無税若しくは低税率
(No or low effective tax rates)
2 国内市場からの隔離
(“Ring-Fencing” of Regimes)
3 透明性の欠如(Lack of transparency)
4 有効な情報交換の欠如








でに，有害税制については 2003 年 6 月ま
でにその税制を是正するよう求めた．また，





































しなかった国・地域であり，2002 年 4 月に公表されている．このうち，ヴァヌアツ共和国は 2003
年 5 月に，ナウル共和国は同年 12 月に改善を表明したため，除外された．
出所）OECD(2000)17,29 ページ，OECD(2004)11 ページ．
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その後，2001 年，2004 年，2006 年には，
改善状況に関する報告書が提出されている．




















































































































年 2 月 11 日に相続税が撤廃されている．タ
バコ・アルコールを除き関税もない．なお，
2006 年 8 月 21 日に，中国との間で二重課
税防止協定が改定されており，配当・利子・
使用料などでも税率が引き下げられている．







に占める割合は 8.7％であるが，表 2-4 から実
行ベース投資額は 18.7％であり，契約件数に
比して倍以上のシェアとなっている．また，表

































































表 2-3 総契約件数に占める割合 (単位：％)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 期間平均
OECD リスト 38.2 37.6 37.9 38.8 39.9 40.8 37.6 38.7
内 有害税制 31.1 28.6 28.8 30.2 30.4 31.6 27.1 29.7
内 タックス・ヘイブン 7.1 9.0 9.0 8.6 9.5 9.2 10.5 9.0
香港 32.2 30.6 31.7 33.2 33.7 33.7 37.4 33.2
出所）中国対外経済統計年鑑，中国貿易外経統計年鑑各年版より作成
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表 2-4 実行ベース総投資額に占める割合 (単位：％)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 期間平均
OECD リスト 38.3 37.3 40.5 40.9 43.2 45.1 46.6 41.7
内 有害税制 22.6 24.4 22.8 24.5 24.8 22.3 19.4 23.0
内 タックス・ヘイブン 15.7 12.9 17.7 16.4 18.4 22.8 27.1 18.7
香港 35.7 38.1 33.9 33.1 31.3 29.8 32.1 33.4
出所）表 2-3に同じ
表 2-5 1件当り投資額 (実行ベース，単位：万ドル)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 期間平均
OECD リスト 312.8 168.5 208.0 204.2 236.1 154.4 181.6 209.4
内 有害税制 229.9 205.2 180.8 172.9 169.6 121.0 124.6 172.0
内 タックス・ヘイブン 416.3 131.9 238.1 232.7 289.8 182.5 229.5 245.8
香港 232.2 193.6 164.7 129.8 129.1 121.0 130.6 157.3
世界期間平均 209.8 155.8 154.3 130.2 138.9 137.1 152.0 154.0
出所）表 2-3に同じ
表 2-6 総登記社数に占める割合 (単位：％)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 期間平均
OECD リスト 21.3 23.9 26.2 28.2 28.9 30.4 31.3 27.2
内 有害税制 19.2 20.6 21.7 23.0 23.5 24.3 24.3 22.4
内 タックス・ヘイブン 2.1 3.3 4.5 5.2 5.5 6.2 7.1 4.8
香港 49.3 45.8 43.3 41.1 39.5 38.4 38.1 42.2
出所）表 2-3に同じ
表 2-7 登録資本金総額に占める割合 (単位：％)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 期間平均
OECD リスト 26.3 28.5 29.9 31.8 31.0 34.8 35.9 31.2
内 有害税制 20.3 20.5 19.8 20.6 18.9 20.5 19.6 20.0
内 タックス・ヘイブン 6.0 8.0 10.1 11.2 12.1 14.3 16.3 11.1
香港 48.1 45.4 42.9 42.0 40.6 39.0 39.4 42.5
出所）表 2-3に同じ
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表 2-8 1社当り登録資本金額 (単位：万ドル)
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 期間平均
OECD リスト 352.8 356.2 364.6 357.6 380.5 415.4 424.1 378.7
内 有害税制 298.4 307.8 327.1 333.7 300.9 326.4 332.1 318.0
内 タックス・ヘイブン 436.4 416.6 414.6 381.6 434.4 475.7 484.5 434.8
香港 232.7 247.8 262.8 281.0 308.4 316.7 355.8 286.5
世界期間平均 238.2 250.0 265.4 275.1 300.7 312.3 344.3 283.7
出所）表 2-3に同じ
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図 3-1 タックス・ヘイブンを利用した対中直接投資のタックス・プランニング
居住地 国境 国境 中国
タックス・ヘイブン















表 3-2 自由港経由の対中直接投資の来源 (フロー，実行ベース，単位：件，%，万ドル)
2005 2006
件数 シェア 実行額 シェア 件数 シェア 実行額 シェア
香港 1,297 36.5 419,200 33.7 2,298 56.0 890,700 56.0
台湾 1,517 42.6 419,200 33.7 1,026 25.0 393,400 24.7
米国 255 7.2 72,100 5.8 349 8.5 135,400 8.5
EU 75 2.1 5,300 0.4 243 5.9 94,100 5.9
韓国 6 0.2 3,600 0.3 21 0.5 8,300 0.5
日本 12 0.3 1,200 0.1 11 0.3 4,500 0.3
その他 395 11.1 323,000 26.0 158 3.8 64,900 4.1
合計 3,557 100.0 1,243,600 100.0 4,106 100.0 1,591,300 100.0
注）自由港とは，英領ヴァージン諸島，ケイマン諸島，サモア，モーリシャス(2006 年のみ)．
出所）中国商務部外国投資管理司(2007)99ページより作成
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表 3-3 対香港直接投資 (単位：億香港ドル，％)
フロー 年末ストック
2005 2006 2005 2006
金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア
中国 729 27.9% 1,087 31.1% 12,719 31.4% 20,243 35.1%
ヴァージン(英) 470 18.0% 788 22.5% 12,707 31.3% 19,506 33.8%
オランダ 170 6.5% 281 8.0% 3,271 8.1% 3,909 6.8%
バミューダ 360 13.8% 238 6.8% 2,715 6.7% 3,501 6.1%
アメリカ -297 -11.4% 513 14.7% 2,058 5.1% 2,779 4.8%
日本 141 5.4% 180 5.1% 1,317 3.2% 1,514 2.6%
イギリス 137 5.2% 154 4.4% 885 2.2% 1,056 1.8%
ケイマン(英) 120 4.6% 184 5.3% 667 1.6% 1,013 1.8%
シンガポール 110 4.2% 81 2.3% 843 2.1% 852 1.5%
台湾 35 1.3% 87 2.5% 300 0.7% 337 0.6%
その他 640 24.5% -94 -2.7% 3,080 7.6% 3,009 5.2%
総計 2,615 100.0% 3,500 100.0% 40,563 100.0% 57,719 100.0%
出所）香港経済年鑑および香港特別行政区政府統計処ホームページより作成
表 3-4 香港の対外直接投資 (単位：億香港ドル，％)
フロー 年末ストック
2005 2006 2005 2006
金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア
ヴァージン(英) 181 8.6% 780 22.3% 16,093 44.0% 24,676 46.9%
中国 1,303 61.6% 1,666 47.7% 14,774 40.4% 21,172 40.2%
バミューダ 125 5.9% -50 -1.4% 1,261 3.5% 1,378 2.6%
イギリス 49 2.3% -2 -0.1% 596 1.6% 621 1.2%
日本 -92 -4.3% 347 9.9% 297 0.8% 608 1.2%
ケイマン(英) 148 7.0% 79 2.3% 251 0.7% 411 0.8%
インド 8 0.4% 289 8.3% 67 0.2% 371 0.7%
タイ 26 1.2% 64 1.8% 230 0.6% 347 0.7%
シンガポール 60 2.8% 21 0.6% 400 1.1% 331 0.6%
アメリカ 9 0.4% 31 0.9% 263 0.7% 291 0.6%
その他 298 14.1% 268 7.7% 2,307 6.3% 2,438 4.6%
総計 2,115 100.0% 3,494 100.0% 36,539 100.0% 52,645 100.0%
出所）表 3-3に同じ
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般的な「タックス・ヘイブン」の概念を採用し





OECD の 2000 年報告書については第 2 章第 1 節
参照．
4 OECD(2005)は，”Official figures show almost half

































































































資は急増しており，2006 年末の累計で 750.3 億
ドルとなっている．また，このうち香港 422.7
億ドル，ケイマン諸島 142.1 億ドル，英領ヴァ
ージン諸島 47.5 億ドルと 3 地域で 81.6％を占め
ている．また，フローで見てみると，2006 年は
全体で 176.3 億ドル，うち香港 69.3 億ドル，ケ
イマン諸島 78.3 億ドル，英領ヴァージン諸島 5.4
億ドルと 86.8％を占めている．中国統計年鑑
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